
論 文

環境配慮行動のためのモチベーティブ・コミュニケーションモデル
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あらまし ある行動に取り組もうとする気持ちを促進させるために重要なことは，本人の自発的なやる気（自
律的な動機）を喚起させることである．動機には「内発的動機」と「外発的動機」があり，外発的動機は内在化
の程度によって「他律的な外発的動機」と「自律的な外発的動機」に分けられている．この自律的な外発的動機
と内発的動機が「自律的な動機」であり，それぞれは「興味・愉しみ」と「内在化した価値」に基づいている．本
研究では，環境配慮行動において自律的な動機の内在化を促進するための「モチベーティブ・コミュニケーショ
ンモデル」を提案する．環境配慮行動に関する質問紙調査を行い，その結果から，動機や動機間の因果関係，及
びユーザタイプの特性を明らかにした．また，ユーザそれぞれに対する動機の内在化の度合いの定量的な尺度を
提案した．今後は実証実験によって，内在化尺度の妥当性を検証し，各ユーザタイプ，及び動機に合わせて動機
の内在化を促進させることを目指す．
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1. ま え が き

現代社会は，環境とエネルギーの問題や少子高齢化

問題などの困難な課題に直面しており，豊かで持続可

能な社会のあり方を模索している．この持続可能な社

会のためには，質的な発展が不可欠といわれている．

しかしながら，世界人口の急激な増加や地球環境の破

壊などから，これまでのように経済的指標による物質

的豊かさのみを追求することは困難である．したがっ

て，新たな質的価値を導入し，それを用いた発展のパ
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ラダイムを作り出すことが必要である．

そこで，日常生活を営む上で，ヒトの気持ちや行動

の中に含まれる「楽しさ」や「やりがい」を感じるも

のの本質を探求し，これを新たな質的価値として提

案する．行動を起こす際に生じる直接の原因は「動機

（モチベーション）」と定義されており [1]，動機は，行

動が楽しいものであるとき，またやりがいを感じるた

めに行動を行うときに喚起されるものである．ヒトは

外的な力よりも，内的な，すなわち自発的な力によっ

て動機づけられることが明らかにされており [2]，豊か

で持続可能な社会を実現するためには，一人ひとりが

主体的に，楽しく，継続的に，新たな質的価値を創造

する行動を行うことが必要である．そのためには，こ

うしたヒトの行動を促進する動機の構造を解明し，指

標化することが必要である．

本研究では，環境やエネルギーの観点から持続

可能な社会を実現するために，環境配慮行動（Pro-

Environmental Behavior; 以後 PEBとする）に焦点

を当てた．PEBとは，環境にやさしい行動，すなわち
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エネルギー・資源の消費や環境への負荷がそれぞれ相

対的に小さい行動のことである [3]．PEBを促進する

動機の構造を指標化することで，より楽しく，効果的

に行動を継続することが可能になると考えられる．そ

のため，PEBにおける動機を喚起・促進させるモデル

として，「モチベーティブ・コミュニケーションモデル」

を提案し，行動する際に生じる動機や，動機とユーザ

タイプや行動実施頻度との関係，動機の内在化の度合

いを明らかにする．将来的には，この指標を省エネル

ギーマネジメントシステムの HEMS (Home Energy

Management System) や BEMS (Building Energy

Management System) に組み込むことで，各ユーザ

の動機で個別化されたシステムを設計・開発すること

が可能であると考えられる．

2. 先 行 研 究

動機に関する研究はこれまでに多く行われてきた．

動機は「内発的動機」と「外発的動機」に分けられて

いる [4]．内発的動機は，その行動を行う理由が「面白

いから」，「楽しいから」という場合に生じる動機であ

り，内発的動機が生じているとき，ヒトは，自律的，

すなわち自分の意思によって行動に取り組んでいる．

外発的動機は，目的を達成するために行動を行う場合

に生じるものであり，外発的動機が生じているときは，

他律的，すなわち主に他者からの圧力や報酬など，他

からもたらされるものによって行動に取り組む．

外発的動機は，社会的な価値や規範を自分の価値観

に一致させる過程である「内在化」の度合いによって，

他律的な段階と内在化が進んだ段階に分けて捉えられ

ている [4], [5]．内在化が進んでいない他律的な段階で

は「他律的な外発的動機」が生じ，それよりも内在化

が進むと「自律的な外発的動機」が生じる．他律的な

外発的動機は，従来の外発的動機であり，自律的では

なく，外部からの圧力や義務感などから行動を取り組

む際に生じる動機である．自律的な外発的動機は，外

発的動機に含まれているが，内在化が進んでいるため

自律的に行動する．ただし，その行動は目的達成のた

めの手段である．これら 2 種類の外発的動機の上に，

内発的動機が位置づけられており [5], [6]，自律的な外

発的動機と内発的動機を含めて，「自律的な動機」と呼

ばれている [5], [7]．この自律的な動機は，行動に取り

組もうという気持ちを促進させるために必要である．

これまでに，PEBと動機に関する研究において，環

境問題へのリスク認知から環境配慮への目標が形成さ

れる段階と PEBを行う動機から行動を起こす二つの

段階からなるモデル [3]や，PEBへの関心，動機，行

動の実施の因果関係を示したモデル [8] が構築されて

いる．更に HEMSに組み込むシステムとしては，人

間の行動原理 [9] をもとにしてユーザに合わせたアド

バイスを提示するシステム [10]，ゲーミフィケーショ

ン要素を取り入れることで難し過ぎない目標を立て，

目標を可視化し，達成することで報酬を与えて動機づ

けを行うシステム [11]，ヒトの心理面を考慮した情報

の提示を映像や音声，音楽，擬人化されたキャラクタ

などとともに提示することで省エネ意識と省エネ行動

を促進するシステム [12]などが提案されている．

しかしながら，これらの研究では，ある一時点での

ユーザの動機がモデル化されているが，継続して動機

の内在化の度合いの変化を追うためには，さまざまな

ユーザがどの程度内在化しているかを測定するため

の定量的な尺度が必要である．システムについても，

ユーザが内発的に動機づけられているかや，内在化が

どの程度進んでいるかは考慮されていない．また，行

動を行う際に生じる動機は一つではなく，内在化の度

合いが同程度のユーザが，同じ行動を行ったとしても

一人ひとりが同じ動機をもっているとは限らない．し

たがって，ある行動に対するさまざまな動機と，それ

らの相互作用を明らかにする必要がある．

自分の興味や愉しみに基づいて行動すると，より

楽しく効果的に行動できること [13], [14], [15], [16]や，

内在化を促進し，内発的に動機づけられた状態に近づ

けるためには，自律性を促進することが必要であると

いうこと [17], [18] が報告されている．しかしながら，

興味や愉しみの効果的な提示方法や自律性の促進方法

を個人に合った形で提案する手法は確立されていない．

本研究では，PEB において，自律的な動機を喚起

し，促進させるモデルとして，「モチベーティブ・コミュ

ニケーションモデル」を提案する．このモデルでは最

終的に，各ユーザの動機の内在化の度合いに合った方

法で，PEB を楽しく効果的に行えるようにすること

を目的とする．PEBを行う際に生じる動機を抽出し，

動機や行動実施頻度とユーザタイプの関係や，動機の

内在化の度合いを明らかにする．これらを明らかにす

ることで，情報や結果・効果の提示方法を個別化でき，

今後はさまざまな行動に対する動機の内在化の一般化

にも応用することが可能であると考えられる．
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3. モチベーティブ・コミュニケーションモ
デル

本研究において提案する「モチベーティブ・コミュ

ニケーションモデル」は，自律的な動機の喚起・増幅

を促進するためのモデルである（図 1）．「モチベーティ

ブ・コミュニケーション」を，動機を喚起・増幅し，

人々の行動・認識・情報提示をインタラクティブに支

援する仕組みと定義する．

このモデルでは中央に外発的動機から内発的動機へ

の内在化 [5], [6] を置いた．まず自律的な動機を促進

させるために，各ユーザの動機や内在化の度合いに合

わせて，行いたいと思う行動の情報を提示する．この

情報も，内在化の程度によって，行動を行う理由が楽

しさであるか，目的達成であるかが違うため，各ユー

ザに合わせて変更する．内在化の度合いが高く，内発

的に動機づけられているユーザに対しては行動の面白

さを強調し，内在化の度合いが低く，外発的に動機づ

けられているユーザに対しては行動の価値を強調す

る．更に，行動の結果や効果を，内在化の促進や次の

行動に繋がるようにフィードバックする．このフィー

ドバックループを回すことで内在化が進み，ユーザの

動機が内発的動機に近づくため，より楽しく効果的に

PEBを継続できると考えられる．

本研究では，まず最初に，モチベーティブ・コミュニ

ケーションの核となる PEBを行う際に生じる動機に

注目し，これを抽出した．将来的にはユーザごとに個

別化して動機の内在化を図るが，その前段階として動

機についてユーザを分類することでグループの特性を

示し，動機の内在化の度合いとの関係を明らかにした．

図 1 モチベーティブ・コミュニケーションモデル
Fig. 1 Motivative communication model.

4. 分 析

PEB を行う際に生じる動機やユーザの特性を明ら

かにするために，PEB を行う頻度と理由に関してア

ンケート調査を行い，その結果を解析した．

4. 1 環境配慮行動に関するアンケート調査

4. 1. 1 調 査 期 間

アンケート調査を (i)2012年 7月中旬から 9月上旬，

及び (ii)2013年 2月下旬から 3月上旬に実施した．

4. 1. 2 調査対象者

それぞれの調査期間に，調査 (i)を近畿地方，関東地

方在住の男女 96名（20代–50代）に，調査 (ii)を日

本在住の男女 480名（20代–60代）に対して行った．

4. 1. 3 調 査 方 法

調査 (i)では，Adobe Acrobat X Proを用いてPDF

アンケートフォームを作成し，インターネットで配布

することで調査した．調査 (ii)では，調査会社のイン

ターネットモニタを対象に，Webアンケートにより調

査を行った．

4. 1. 4 調 査 内 容

PEBを行う際に生じる動機を調査するために，PEB

を行う頻度（実施頻度）と行う理由（実施理由）を問

う質問紙を作成し，調査を行った．質問項目数は，実

施頻度 42 項目，実施理由 20 項目の合計 62 項目で

あった．

実施頻度項目は「常に実施している」（4 点）から

「全く実施していない」（1点）の 4段階尺度で，また

実施理由項目も同様に「非常に当てはまる」（4点）か

ら「全く当てはまらない」（1点）の 4段階で尋ねた．

4. 2 分析 1：モデルに基づく動機の分析

4. 2. 1 分 析 方 法

PEB を行う際に生じる動機を抽出するために，実

施理由 20 項目に対して探索的因子分析を行った．更

に，探索的因子分析で得られた因子間の因果関係を明

らかにするために，確認的因子分析を行った．分析に

は，IBM社の統計解析ソフト (IBM SPSS Statistics

Version 21, IBM SPSS Amos 21.0.0)を用いた．

4. 2. 2 探索的因子分析結果

実施理由 20 項目の探索的因子分析では，最尤法で

共通性を推定し，プロマックス法で因子回転を行った．

各項目のうち，因子負荷量が各因子について 0.4に満

たなかった 1項目を削除し，再度，最尤法，プロマッ

クス回転による探索的因子分析を行った．因子数は因

子の解釈の可能性と Cronbachの α 係数を考慮して 6

302



論文／環境配慮行動のためのモチベーティブ・コミュニケーションモデルにおける動機の内在化

表 1 環境配慮行動に対する探索的因子分析結果
Table 1 Results of exploratory factor analysis for

pro-environmental behavior.

因子とした．各項目に対する因子負荷量を表 1に示す．

抽出された六つの因子は，PEB の実施理由から得

られた潜在的な因子であるため，PEB の動機として

位置づけ，これらを「動機因子」とする．

因子の命名について，第 1因子は，生物や環境，す

なわちエコロジカルな項目から構成されているため

「I.自然が好き」と解釈した．次に，第 2因子は，流行

のようなセンシティブな項目と他者からの注目に関す

る項目から構成されているため「II. 目立ちたがり」，

第 3因子は，自己の基準やルールに従う項目から構成

されているため「III. 自己規範」，第 4 因子は，原因

が個人に内在する項目から構成されているため「IV.

愉しさ」とした．第 5因子は，社会的なルールや周囲

の状況に従う項目から構成されているため「V.社会規

範」とした．最後に第 6因子は，健康維持に関する項

目から構成されているため「VI.健康」と解釈した．

4. 2. 3 確認的因子分析結果

動機因子間の因果関係を明らかにするために，確認

的因子分析を行った．因果関係モデル（以後，因果モ

デルとする）の構築において，モチベーティブ・コミュ

ニケーションモデルを考慮すると，他律的な外発的動

機が「社会規範」に，内発的動機が「愉しさ」に対応

していると考えられる．この仮説に基づき，「愉しさ」

因子以外の五つの動機因子が相互作用しながら，「愉し

さ」因子に影響を及ぼす因果モデルを構築する．

探索的因子分析から得られた六つの因子それぞれに

ついて，単純構造の六つの測定モデルを構成し，確認的

因子分析を行い，適合度の良いパスを検討した．適合度

の判断には，Comparative Fit Index (CFI)と Root

Mean Square Error of Approximation (RMSEA)を

採用した．CFIについては，1.00に近いほど良いモデ

ルであるとされており，RMSEAについては，0.05以

下であればデータの当てはまりが非常に良く，0.1 以

上であれば当てはまりが非常に悪いとされている．パ

ラメータの推定には最尤法を使用した．探索的因子分

析をもとにしたモデルの適合度が低かったため，「自然

が好き」，「目立ちたがり」，「自己規範」に対して，幾つ

かの項目をまとめて下位尺度とする小包化 [19]を行っ

た．各因子に対する項目を因子負荷量の高い順に並

べ，偶奇法により分け，二つの下位尺度を作成し，再

度，確認的因子分析を行った．なお，小包化によって

作られた下位尺度の尺度得点は，それぞれの回答値の

平均を使用した．再分析により，因果モデルを構築し，

最も適合度の良い組合せを検討した（図 2）．結果は，

χ2(43) = 147.028，p < .001，CFI = .972，RMSEA

= .065 であった．「健康」から「愉しさ」へのパスは

有意傾向であり，「自然が好き」から「愉しさ」へのパ

スは有意ではなかったが，因果モデルの解釈の可能性

や適合度を考慮して，このモデルを採用した．これら

以外のパスは全て 0.1% 水準で有意であった．

確認的因子分析の結果から（図 2），「自然が好き」

は「健康」の，「健康」は「自己規範」の，また「愉し

さ」は「目立ちたがり」の，「目立ちたがり」は「社会

規範」の影響を強く受けていることが明らかとなった．

「自己規範–健康–自然が好き」の因果関係は，自分の

ルールや基準の内の一つとして自己の健康の維持があ

り，健康を維持する上でエコロジカルを重要視するこ

と，また「社会規範–目立ちたがり–愉しさ」の因果関

係は，社会的なルールや周囲の状況に従うことが，他

者からの注目に影響を及ぼし，それらに楽しさを見出

すことを示唆していると考えられる．

4. 3 分析 2：ユーザ特性の分析

4. 3. 1 分 析 方 法

次に，ユーザの PEBに対する動機と実施頻度から

ユーザ特性を分析する．

303



電子情報通信学会論文誌 2015/2 Vol. J98–D No. 2

図 2 環境配慮行動における動機因子の因果モデル
Fig. 2 Cause-and-effect models of motivational fac-

tors in pro-environmental behavior.

ユーザと動機の関係を明らかにするために，探索的

因子分析に使用した実施理由 20項目から因子負荷量

0.4未満の 1項目を削除した 19項目に対して，Ward

法を用いて階層型クラスタ分析を行い，実施理由から

各動機の割合が違うクラスタ（以後ユーザタイプとす

る）を推定した．次に，ユーザタイプと動機因子の関

係を，各動機因子に対して被験者間一要因分散分析に

よって明らかにした．ユーザタイプと実施頻度の関係

は，カイ 2乗検定及び残差分析により明らかにした．

また，相関分析を行うことで，動機因子の構成概念

スコアと実施頻度の相関係数を算出し，動機と実施頻

度の関係を明らかにした．なお，構成概念とは探索的

因子分析で抽出された因子であり，構成概念スコアと

は確認的因子分析において仮定した構成概念について，

各回答者が個別にもっている値のことである [20]．

4. 3. 2 分 析 結 果

それぞれの動機の割合が違うユーザタイプを推定す

るために，クラスタ分析を行い，ユーザタイプを分類

した．クラスタが三つから四つへ増える際に新たにで

きるクラスタを，仮にクラスタ dとする．このクラス

タ dは，クラスタ数が五つ以上 24クラスタになるま

で分かれることはなかった．クラスタ数五つ以上で新

たに分割されるクラスタは，クラスタ数が四つのとき

のクラスタ d 以外の三つから分かれたものであるた

め，四つのクラスタが妥当であると判断した．クラス

タ名をそれぞれ，ユーザタイプ A–Dとする．

ユーザタイプ間の動機因子を比較するために，確認

的因子分析の結果から，全回答者の構成概念スコアを

算出し，従属変数を各動機因子に対する構成概念スコ

図 3 ユーザタイプと動機の関係
Fig. 3 Relationship between user type and motiva-

tions.

アの平均値として，分散分析を行った．図 3に，ユー

ザタイプごとの各動機因子に対する構成概念スコアの

平均値を示す．横軸は動機因子，縦軸は構成概念スコ

アの平均値である．

分散分析の結果から，全ての動機因子について，

ユーザタイプの主効果は 0.1% 水準で有意差がある

ことが分かった (I: F(3, 572) = 214.246, η2 = .280,

II: F(3, 572) = 139.294, η2 = .179, III: F(3, 572)

= 109.135, η2 = .133, IV: F(3, 572) = 156.529, η2

= .204, V: F(3, 572) = 79.763, η2 = .087, VI: F(3,

572) =189.833, η2 = .249)．したがって，本解析では

ユーザタイプにより PEBを行う動機に差があるとい

える．

Tukeyの HSD法により多重比較を行った結果から，

全てのユーザタイプ間で「目立ちたがり」，「社会規

範」，「健康」に対して有意差が見られることが分かっ

た．ユーザタイプ Aと B間以外に「自然が好き」，「自

己規範」に対して有意差が見られ，ユーザタイプ Bと

C間以外に「愉しさ」に対して有意差が見られた．

図 3より，ユーザタイプ Aは PEBに対する動機が

どれも高いことが分かる．ユーザタイプ Bは「自然が

好き」，「自己規範」，「健康」の構成概念スコアが高い

が，「目立ちたがり」は低く，ユーザタイプ Cはユーザ

タイプ Bと逆のタイプであった．ユーザタイプ Dは

どの動機も低かった．

次に，ユーザタイプと実施頻度の関係を図 4に示す．

横軸はユーザタイプ，縦軸は実施頻度 (%)である．

ユーザタイプと実施頻度の関係があるかどうかを

検討するために，カイ 2乗検定を行った．結果は有意

であり (χ2(3) = 1891.260, p < .001, Cramer’s V =

.161)，ユーザタイプと実施頻度の間には何らかの関係

が見られることが分かった．しかしながら，カイ 2乗
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図 4 ユーザタイプごとの環境配慮行動の実施頻度
Fig. 4 Frequency of activity by user type.

表 2 ユーザタイプと実施頻度の関係
Table 2 Relationship between user type and fre-

quency of activity.

A B C D

実施している 4714 3178 2463 691

調整済み残差 21.6 -0.2 -14.8 -13.0

実施していない 3854 3794 4047 1451

調整済み残差 -21.6 0.2 14.8 13.0

検定では，各ユーザタイプの実施頻度が有意に高いの

かどうかは分からないため，残差分析を行うことで，

各ユーザタイプの実施頻度の高低を検討した．ここで

は実施頻度が高いかどうかにのみ焦点を当てるために，

実施頻度項目の各回答の「常に実施している」と「大

体実施している」を 2点，「ほとんど実施していない」

と「全く実施していない」を 1点として変換した．

実施頻度を 2値化した場合でも，カイ 2乗検定の結

果は有意であり (χ2(3) = 618.184, p < .001, Cramer’s

V = .160)，この場合でも，ユーザタイプと行動実施

の間には何らかの関係が見られることが分かった．残

差分析の結果から，ユーザタイプ A の実施頻度は有

意に高く，ユーザタイプ C，Dの実施頻度は有意に低

いことが分かった（表 2）．すなわち，本解析の場合は

ユーザタイプにより実施頻度に差があり，ユーザタイ

プ A では実施頻度が特に高く，ユーザタイプ B は平

均的であり，ユーザタイプ C，Dは特に低いことが分

かった．

実施頻度と特に関係のある動機を検討するために，

実施頻度項目の平均値と各動機因子の構成概念スコア

の相関係数を算出し (I: r = .547, II: r = .463, III: r

= .505, IV: r = .595, V: r = .374, VI: r = .534)，そ

の結果に対して対応のある相関係数の差の検定を行っ

た．その結果から，実施頻度と「愉しさ」の相関係数

が最も高いこと，更に「自然が好き」以外の因子の相

関係数よりも有意に高く (p < .001)，「自然が好き」と

は有意傾向にあることが分かった (p = .079)．PEBの

実施頻度との関係であるため，自ずと「自然が好き」

は実施頻度とともに高くなる傾向にあると考えられる．

したがって，「愉しさ」が実施頻度と特に関係があるの

ではないかと考えられる．

5. 考 察

本研究では，モチベーティブ・コミュニケーション

モデルの核となる動機を抽出し，動機とユーザタイプ

や実施頻度との関係を明らかにした．

モチベーティブ・コミュニケーションモデルでは，

外発的動機を内在化の度合いによって他律的と自律的

の 2段階に分け，内発的動機も含めることで，動機を

3段階に分けた．

確認的因子分析において抽出された六つの動機因子

のうち，「社会規範」は社会的で決まっているルールで

あるため，社会規範を守ることで PEBは実施される

ので他律的な外発的動機と対応すると仮定した．また，

内発的動機は行動自体が「面白いから」，「楽しいから」

行う際に生じるために「愉しさ」と対応すると仮定し

て因果モデルを構築したが，実施頻度と「社会規範」

の相関係数が最も低く，「愉しさ」の相関係数が最も高

いため，この仮定は妥当であると考えられる．

更に，「愉しさ」へのパスが有意，または有意傾向に

あった「目立ちたがり」，「自己規範」，「健康」は，主

観的な行動であり，行動を行う理由に行動が直結して

いる．したがって，行動に対する結果や効果が，ある

程度分かるため，これらに関わる行動を行い続けると

動機の内在化が進み，「愉しさ」に影響を及ぼすと考え

られる．すなわち，行動を行うと楽しくなるというこ

とである．また，パスが有意ではなかった「自然が好

き」は客観的な概念であるため，「自然が好き」という

理由は行動と直接結び付かず，結果や効果が直結しな

い．しかしながら，「自然が好き」と実施頻度との相関

は高い．これは，「自然が好き」が「自己規範」と「健

康」の両方の影響を受けているために，小さくはある

が「愉しさ」へも影響を及ぼしていると考えられる．

したがって，「目立ちたがり」，「自己規範」，「健康」は，

それらの目的の達成のために行動を行うので，また，

「自然が好き」は「自己規範」と「健康」の影響を受け

るので，これら四つの動機は「自律的な外発的動機」

に対応し，ユーザの特性に合わせて，自律性の度合い

が変化するものであると考えられる．
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また，PEB の実施頻度は「愉しさ」や「自然が好

き」と相関が高いことを示した．「自然が好き」は自ず

と実施頻度に影響を及ぼすと考えられることや，楽し

さにより行動を行う場合は内発的に動機づけられてい

るため，ここで「愉しさ」の構成概念スコア（以後愉

しさスコアとする）により，動機の内在化の度合いを

測定することができると仮定する．個人の構成概念ス

コアは，各構成概念について確認的因子分析の際に求

められる重みを各質問項目の平均偏差に掛け，合計す

ることで算出している．したがって，どのスコアも平

均値は 0であるので，仮に，他律的な外発的動機と自

律的な外発的動機の境界を愉しさスコアの平均値とす

ると，本解析に使用したデータから求められる相対的

な構成概念スコアの数値の範囲から，一人ひとりがど

の程度内在化しているのかを，客観的に求めることも

可能であると考えられる．

また，モチベーティブ・コミュニケーションモデル

では，動機の内在化の度合いに合わせて，情報や行動

の結果・効果をユーザに合わせて提示し，動機を促進

する正のフィードバックを形成し，行動実施のループ

を回していく．その方法としては，ユーザタイプや内

在化の度合いを表す愉しさスコアから，外部情報の提

示の際に「面白さ」と「価値」のどちらに重きを置く

かを決める．更に，動機因子の因果モデルや一人ひと

りの各動機因子の構成概念スコアから，「愉しさ」へ影

響を与える動機因子の中で，例えば，最も構成概念ス

コアの高い因子に合った支援を行い，このループを回

していく．このとき，常にスコアの高い因子に合った

支援を行うだけなく，他の因子に関わる情報を提示す

ることも必要であると考えられる．これは「愉しさ」

は他の因子の影響も受けているので，愉しさスコアを

伸ばすためには他の因子の影響も加味する必要がある

と考えられるからである．このため，今後，PEB に

関する実証実験を行う際にも「愉しさ」に注目し，モ

チベーティブ・コミュニケーションモデルに従い，動

機の内在化の促進や行動実施の正のフィードバックの

形成を検証する．

6. む す び

本研究では，モチベーティブ・コミュニケーション

モデルを提案した．更に，PEB を実施する際に生じ

る動機を抽出し，動機因子間の因果関係を明らかにし

た．また，動機をさまざまな割合でもつユーザタイプ

を動機抽出に関わる PEBの実施理由項目から推定し，

一人ひとりの動機の内在化の度合いを定量化した．

ユーザタイプ間には，PEB に対する動機や行動の

実施頻度に違いが見られたことから，モチベーティブ・

コミュニケーションモデルに基づき，ユーザタイプや

動機に合った行動の提案や効果の提示を行うことが可

能であると考えられる．

今後は，実証実験を行うことにより，「愉しさ」因子

を動機の内在化の尺度として使用する妥当性を検証す

ること，また，各ユーザタイプに特化した動機を高め

たり，動機因子間の因果関係を考慮して関係のある動

機を高めたりしながら，実際に行動実施や効果認識支

援の評価を行う必要があると考えられる．将来的には，

本モデルをさまざまな産業分野に応用し，システムに

組み込むことで，ユーザビリティを向上させたり，一

人ひとりのシステムへの関与を促進させたりすること

を目標としている．また，これにより，人材開発等へ

の展開も可能であると考えられる．
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